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平成 14 年３月期　　中間決算短信（連結）

平成 13 年 11 月 21 日

会 社 名 株式会社クイック　　　　　　　　　　　　  登録銘柄

コ ー ド 番 号        　４３１８　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　大阪府

本 社 所 在 地        　大阪市北区中津一丁目 11 番 1 号　中津ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

問い合わせ先      　　責任者役職名　取締役管理本部長　

　　　　　　　　氏　　　　名　藤 原 功 一　　 　　　　　　　ＴＥＬ（06）6375－0061

中間決算取締役会開催日　　平成 13 年 11 月 13 日

米国会計基準採用の有無　　無

１．13 年９月中間期の連結業績（平成 13 年４月１日～平成 13 年９月 30 日）

(1) 連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　           (百万円未満の金額は切捨てて表示しております)

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　　％

2,596　  （ 19.5 ）

2,173　  （　－　）

百万円　　　％

187　  （ 37.8 ）

135　  （　－　）

百万円　　　％

178  　（ 32.3 ）

134　  （　－　）

13 年３月期  5,080 415 419

中 間 (当 期) 純 利 益
1 株当たり中間

(当期)純利益

潜 在 株 式 調 整 後

1 株当たり中間(当期)純利益

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　　％

103  　（ 22.5 ）

84  　（　－　）

円　　銭

24  　65

375    38

円　　銭

－ 　－

－　 －

13 年３月期 226 942  　51 －　 －

(注)　1．持分法投資損益　13 年９月中間期　－ 百万円　12 年９月中間期　－ 百万円　13 年３月期　－ 百万円
　　　2．期中平均株式数（連結）　　13 年９月中間期 4,210,444 株（株式分割が期首に行なわれたものとして計算）
　　　　　　　　　　　　　　　　   12 年９月中間期   225,656 株　13 年３月期 240,830 株
　　　3．会計処理の方法の変更　　　無
　　　4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円

2,318

1,946

百万円

1,133

770

％

48.9

39.6

円　　銭

269  　15

3,416    33

13 年３月期 2,653 1,066 40.2 3,547　  10

（注）　期末発行済株式数（連結）　　13 年９月中間期 4,210,444 株　12 年９月中間期 225,656 株　13 年３月期 300,746 株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円

△ 34

76

百万円

60

△ 28

百万円

△159

△ 26

百万円

655

508

13 年３月期 400 △279 180 789

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　　連結子会社数　　１社　　持分法適用非連結子会社数　　－ 社　　持分法適用関連会社数　 － 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　連結(新規) 　　－ 社　 (除外)　　－ 社　　　　持分法(新規)　 － 社　 (除外)　 － 社

２．14 年３月期の連結業績予想（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日）

売　　上　　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

通　　　期

百万円

5,514

百万円

480

百万円

270

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）　 57 円 37 銭

店



１．企業集団の状況

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と子会社２社により構成されており、①リクルーティング広告、②

人材紹介、③アウトソーシング、④IT 関連等の事業分野にわたって、人材サービスに関する事業活動を展開しておりま

す。

　事業の系統図は次の通りであります。
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２．経営方針

（1） 経営の基本方針

　当社グループは創業以来、人と企業を結ぶ人材採用支援事業に取組んでおり、人材をテーマに社会に貢献すべく

事業を展開しております。

　労働市場は流動化の進展や雇用モデルの変化等、大変革期に入っております。当社グループは、この大変革時代

のビジネスチャンスを適確に捉え、さまざまな人材サービスを提供して参ります。

　当社グループは、リクルーティング広告事業を中心に、人材紹介事業、業務請負等のアウトソーシング事業、人

材紹介会社の集合サイト｢人材バンクネット｣の運営等のＩＴ関連事業等、各種の事業を展開しておりますが、各事

業間のシナジー効果を高め、顧客企業や求職者等の市場ニーズに迅速に対応すべく事業の強化、営業体制の整備等

を図り、経営効率の向上に邁進して参ります。

（2）利益配分に関する基本方針

　当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題として位置付けており、積極的に取組んでいく方針で

あります。ただし、当面の配当に関しては従来水準の確保を図りつつ、利益水準を勘案した利益配分を実施する所

存であります。

　また、内部留保に関しましては、業務の一層の効率化を進めるためのシステム構築や社内体制の充実などに充当

し、経営基盤の確立を進める予定であります。

（3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、総合人材サービス企業として主力のリクルーテイング広告事業を安定的に成長させ、人材紹介

事業、アウトソーシング事業、ＩＴ関連事業の成長率を高めることにより、中長期的な成長を進める計画でありま

す。その為、市場のニーズに迅速に対応すべく営業体制の整備を図り、人材を強化するとともに、社内システムの

開発による情報のデータベース化を図ってまいります。

（4）会社の経営管理組織の整備等

　当社グループは、適正な事業活動の維持・確保を目的とし、毎月取締役会を開催しており、監査役出席の上、業

務執行案件、経営方針の決定等十分な議論を経て決定しております。また、内部監査室を中心とし、不正行為を防

止し適正に業務を遂行すべく社内体制の整備を図っております。

　当社グループは、情報の適時開示も重要な経営課題として位置付けており、投資家向けの会社説明会等に積極的

に取組んで参ります。インターネット上においては自社ホームページを活用し、速やかな情報提供に努めてまいり

ます。

（5）対処すべき課題

　景況感の悪化が進む一方で、労働市場の規制緩和も進み人材ビジネス産業は変革を伴った市場規模の拡大が予想

されます。当社が主力としている人材採用も雇用形態の多様化による高度化や専門化がさらに進むものと思われま

す。

　当社グループとしましては、こうした市場の変化に柔軟に対応しつつ、新しいビジネスチャンスに果敢に挑戦す

る所存です。主力のリクルーテイング広告事業をベースに経営資源の選択と集中を行ない、人材紹介、アウトソー

シング、ＩＴ関連事業の成長を推進させ、グループ全体として企業価値を高めてまいります。
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３．経営成績

（1）当中間期の概況

　当中間連結会計期間におきましては、米国をはじめ世界的な景気後退の中、公共投資の低迷に加え、景気を支え

てきたＩＴ分野の減速によって民間設備投資も落ち込み始めました。また、個人消費の不振に加え、完全失業率も

高水準で推移し、先行き不透明な厳しい経営環境となりました。

　このような経済環境の下、当社グループは、主力のリクルーテイング広告事業を中心に各部門共、営業基盤の拡

充と効率化を図って参りました。

　この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高 2,596 百万円（前年同期比 19.5％増）、営業利益 187 百万円（同

37.8％増）、経常利益 178 百万円（同 32.3％増）、中間純利益は 103 百万円（同 22.5％増）となりました。

　　　　事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。

（リクルーテイング広告事業）

　リクルーティング広告事業におきましては、人材派遣会社を中心とした求人広告の出稿が堅調に推移し、とり

わけパート・アルバイトの募集広告及びインターネットを媒介とした募集広告の出稿が増加しました。

　この結果、売上高は 1,999 百万円（前年同期比 13.7％増）、営業利益 177 百万（同 13.5％増）となりました。

（人材紹介事業）

　人材紹介事業におきましては、キャリアコンサルタントの増強による営業体制の拡充を進めており、情報通信

系や医薬系の技術者、金融系の専門職等の紹介が順調に成約しました。

　この結果、売上高は 109 百万円（前年同期比 16.6％増）となりましたが、営業損益は５百万円の損失（前年同

期 27 百万円の営業損失）となりました。

（アウトソーシング事業）

　業務請負事業におきましては、首都圏での受注が増加し業績は堅調に推移しました。前連結会計年度末から戦

略的に取組みはじめたヒューマンリソースアウトソーシング事業（組織・人事のコンサルティング事業及び教育

研修等の事業）は案件等の増加はあるものの人員増等の初期費用負担が増加し、収益化には至っておりません。

　この結果、売上高は 257 百万円（前年同期比 46.7％増）となりましたが、営業損益は 18 百万円の損失（前年

同期 15 百万円の営業損失）となりました。

（ＩＴ関連事業）

　ＩＴ関連事業におきましては、主力商品である「人材バンクネット」及びインターネット関連の企画・制作等

の売上が順調に増加し、業績は堅調に推移しました。この結果、売上高は 222 百万円（前年同期比 74.5％増）、

営業利益 28 百万（同 144.4％増）となりました。
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（2）キャッシュフローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、堅調な営業収入に伴

う税金等調整前中間純利益の増加や売上債権の減少等により資金が増加したものの、法人税等の支払いや仕入債

務の減少等により資金が減少したため、前連結会計年度に比べ 133 百万円減少し、当中間連結会計期間末には 655

百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　堅調な営業収入に伴う税金等調整前中間純利益の増加、売上債権の 103 百万円の減少により資金が増加した

ものの、仕入債務の 126 百万円の減少、法人税等の 189 百万円の支払いにより資金が減少したため、営業活動

の結果使用した資金は 34 百万円（前年同期比 111 百万円減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　定期預金の預け入れにより 20 百万円、固定資産の取得により 9 百万円の支出がありましたが、定期預金の

払戻しによる収入が 90 百万円あったため、投資活動の結果得られた資金は 60 百万円（前年同期比 89 百万円

増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　利益処分による配当金の支払額 28 百万円と、借入金による 130 百万円の資金の減少により、財務活動の結

果使用した資金は 159 百万円（前年同期比 132 百万円減）となりました。

（3）通期の見通し

　わが国経済におきましては、世界的な経済不安や景気の低迷に伴う大規模な企業の統廃合、人員のリストラ

が進行しており、9 月には完全失業率が 5.3％を記録する等、労働環境は厳しさを増しております。

　労働市場全体としては引続き厳しい状況が続くものと予想されますが、専門的スキルを有する人材に対する

雇用ニーズは依然高いものがあり、またパート、アルバイト等の臨時従業員の募集案件も増加傾向にあります。

　このような状況の中、当社の主力事業であるリクルーティング広告事業は、概ね堅調に推移すると見込んで

おります。

　人材紹介事業については、成長力の高い中堅企業を中心に営業を推進しており、堅調に推移すると見込んで

おります。

　アウトソーシング事業は、建築、土木等の工事が中心で契約期間が比較的長いため、堅調に推移するものと

見込んでおります。また、特定派遣事業の立上げも順調に推移しております。

　ＩＴ関連事業は、主力商品である｢人材バンクネット｣を中心に業績は順調であり、通期におきましても好調

に推移すると見込んでおります。

（連結） 売上 5,514 百万円 （前年度比 8.5％増）

経常利益 480 百万円 （前年度比 14.7％増）

当期利益 270 百万円 （前年度比 19.1％増）

（単体） 売上 4,954 百万円 （前年度比 4.2％増）

経常利益 419 百万円 （前年度比 0.2％増）

当期利益 233 百万円 （前年度比 2.7％増）



－　　－6

４．中間連結財務諸表等

(1）中間連結財務諸表

①　中間連結貸借対照表 （単位：千円）

前中間連結会計期間末
（平成12年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成13年３月31日現在）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 481,623 705,285 949,072

２．受取手形及び売掛金 ＊３ 663,570 708,394 819,284

３．有価証券 167,753 241,624 201,468

４．繰延税金資産 21,342 27,206 33,082

５．その他 50,970 58,142 63,077

貸倒引当金 △  3,445 △　8,202 △　9,576

流動資産合計 1,381,815 71.0 1,732,451 74.7 2,056,408 77.5

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ＊1,2

(1）建物及び構築物 105,198 108,206 113,368

(2）土地 134,565 134,565 134,565

(3）その他 17,679 257,443 13.2 21,215 263,987 11.4 23,622 271,556 10.2

２．無形固定資産 16,982 0.9 16,440 0.7 15,869 0.6

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 34,061 33,594 38,148

(2）繰延税金資産 72,065 87,351 78,435

(3）その他 195,760 210,562 214,509

貸倒引当金 △ 11,989 289,898 14.9 △ 26,843 304,664 13.2 △ 22,195 308,897 11.7

固定資産合計 564,324 29.0 585,092 25.3 596,324 22.5

Ⅲ　繰延資産 630 0.0 490 0.0 560 0.0

資産合計 1,946,771 100.0 2,318,034 100.0 2,653,293 100.0



－　　－7

（単位：千円）

前中間連結会計期間末
（平成12年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成13年３月31日現在）
期　　別

科　　目
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ　流動負債

１．支払手形及び買掛金 513,369 559,830 692,277

２．短期借入金 49,800 40,000 139,700

３．１年以内返済予定長期借入金 ＊２ 60,875 61,904 61,437

４．未払法人税等 74,693 78,365 192,365

５．賞与引当金 64,000 75,000 63,400

６．その他 108,696 119,700 161,149

流動負債合計 871,435 44.8 934,800 40.3 1,310,329 49.4

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ＊２ 179,600 116,169 147,239

２．役員退職慰労引当金 124,820 133,822 128,945

固定負債合計 304,420 15.6 249,992 10.8 276,184 10.4

負債合計 1,175,855 60.4 1,184,793 51.1 1,586,514 59.8

（資本の部）

Ⅰ　資本金 124,215 6.4 232,365 10.0 232,365 8.7

Ⅱ　資本準備金 41,849 2.1 86,474 3.7 86,474 3.3

Ⅲ　連結剰余金 605,588 31.1 816,964 35.3 747,866 28.2

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 △    738 0.0 △  2,562 △ 0.1 73 0.0

資本合計 770,915 39.6 1,133,241 48.9 1,066,779 40.2

負債及び資本合計 1,946,771 100.0 2,318,034 100.0 2,653,293 100.0
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②　中間連結損益計算書 （単位：千円）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ　売上高 2,173,911 100.0 2,596,750 100.0 5,080,579 100.0

Ⅱ　売上原価 1,507,799 69.4 1,795,603 69.1 3,523,085 69.3

売上総利益 666,111 30.6 801,147 30.9 1,557,494 30.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ＊１ 530,292 24.4 613,948 23.7 1,142,424 22.5

営業利益 135,819 6.2 187,198 7.2 415,069 8.2

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 244 541 708

２．受取配当金 590 293 1,356

３．受取販売協力金 － 1,640 6,954

４．その他 1,357 2,192 0.1 1,764 4,240 0.2 3,783 12,803 0.3

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 3,251 2,593 6,368

２．貸倒引当金繰入額 － 3,202 －

３．新株発行費 － 1,676 2,375

４．株式公開費用 － 5,162 －

５．その他 50 3,301 0.1 531 13,166 0.5 60 8,805 0.2

経常利益 134,710 6.2 178,273 6.9 419,068 8.3

Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益 ＊２ － － 140

２．退職給付会計基準変更時差異 28,066 28,066 1.3 － － － 28,066 28,206 0.6

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ＊３ － － 248

２．会員権評価損 4,368 － 4,368

３．投資有価証券評価損 － － 4,166

４．貸倒引当金繰入額 8,500 12,868 0.6 － － － 9,400 18,183 0.4

税金等調整前中間(当期)純利益 149,907 6.9 178,273 6.9 429,091 8.5

法人税、住民税及び事業税 74,839 75,597 230,442

法人税等調整額 △  9,639 65,199 3.0 △　1,131 74,465 2.9 △ 28,335 202,106 4.0

中間（当期）純利益 84,707 3.9 103,807 4.0 226,985 4.5
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③　中間連結剰余金計算書 （単位：千円）

期　　別

科　　目

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

Ⅰ 連結剰余金期首残高 533,510 747,866 533,510

Ⅱ 連結剰余金減少高

１.配当金 12,629 28,709 12,629

２.役員賞与 － 12,629 6,000 34,709 － 12,629

Ⅳ 中間（当期）純利益 84,707 103,807 226,985

Ⅴ 連結剰余金中間期末(期末)残高 605,588 816,964 747,866
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④　中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

前中間連結会計期間

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー計算書

自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

期　　別

科　　目 金　　　額 金　　　額 金　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 149,907 178,273 429,091

減価償却費 8,206 11,376 18,081

貸倒引当金の増加額 7,391 3,273 23,728

賞与引当金の増加額 13,112 11,600 12,512

退職給与引当金の減少額 △  6,412 － △　6,412

役員退職慰労引当金の増加額 18,895 4,877 23,020

受取利息及び受取配当金 △    835 △    835 △　2,065

支払利息 3,251 2,593 6,368

為替差損益 △    175 529 △　1,776

有形固定資産売却益 － － △　　140

有形固定資産除却損 － － 248

投資有価証券評価損 － － 4,166

会員権評価損 4,368 － 4,368

役員賞与の支払額 － △  6,000 －

売上債権の増減額 △ 64,214 103,787 △215,159

たな卸資産の増加額 － △  2,410 △　6,003

仕入債務の増減額 43,418 △126,611 221,924

未払消費税等の増減額 △  1,850 △ 17,217 16,635

その他 △ 20,221 △  6,346 △ 10,255

小計 154,841 156,889 518,333

利息及び配当金の受取額 783 501 1,963

利息の支払額 △  3,265 △  2,546 △　6,137

法人税等の支払額 △ 75,594 △189,597 △113,525

営業活動によるキャッシュ・フロー 76,765 △ 34,753 400,634

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △     34 △ 20,046 △220,147

定期預金の払戻しによる収入 － 90,000 －

有形固定資産の取得による支出 △ 12,686 △  7,796 △ 32,493

有形固定資産の売却による収入 － － 809

無形固定資産の取得による支出 △ 13,660 △  2,137 △ 14,887

投資有価証券の取得による支出 － － △　6,854

貸付けによる支出 △  3,472 △    100 △　8,424

貸付金の回収による収入 1,000 375 1,888

その他 － 8 291

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 28,853 60,302 △279,818

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額 14,300 △ 99,700 104,200

長期借入金の返済による支出 △ 28,647 △ 30,602 △ 60,445

株式の発行による収入 － － 149,523

配当金の支払額 △ 12,629 △ 28,709 △ 12,629

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 26,976 △159,012 180,648

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 175 △    214 697

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 21,111 △133,677 302,162

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 457,091 789,254 457,091

Ⅶ　新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 30,000 － 30,000

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 508,203 655,576 789,254
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期別

項目

前中間連結会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１．連結の範囲に関

する事項

(1）連結子会社の数　１社

㈱アイ・キュー

(1）連結子会社の数　１社

同　　　　左

(1）連結子会社の数　１社

同　　　　左

(2）主要な非連結子会社の名称

QUICK USA ,INC.

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模

であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び剰余

金（持分に見合う額）

は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであり

ます。

(2）主要な非連結子会社の名称

同　　　　左

（連結の範囲から除いた理由）

同　　　　左

(2）主要な非連結子会社の名称

同　　　　左

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模

であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び剰余

金（持分に見合う額）

は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。

２．持分法の適用に

関する事項

　持分法を適用していない

非 連 結 子 会 社 （ QUICK

USA ,INC.）は、中間連結

純損益及び剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。

同　　　　左 　持分法を適用していない

非 連 結 子 会 社 （ QUICK

USA ,INC.）は、連結純損

益及び連結剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項

　連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一

致しております。

同　　　　左 　連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致

しております。

４．会計処理基準に

関する事項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

①　子会社株式

　総平均法による原価法

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

①　子会社株式

同　　　　左

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

①　子会社株式

同　　　　左

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は総平

均法により算出）

時価のないもの

総平均法による原価法

②　その他有価証券

同　　　　左

②　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は総平均法

により算出）

時価のないもの

総平均法による原価法
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期別

項目

前中間連結会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法

①　有形固定資産

建物(附属設備を除く)

定額法

その他の有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物及び構築物

　　　８年～47年

車両運搬具  　６年

器具及び備品

　　　　２年～10年

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法

①　有形固定資産

同　　　　左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法

①　有形固定資産

同　　　　左

②　無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)による

定額法を採用しており

ます。

②　無形固定資産

同　　　　左

②　無形固定資産

同　　　　左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

　新株発行費

　支出時に全額費用とし

て処理しております。

(3）重要な繰延資産の処理

方法

　同　　　　左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

　同　　　　左

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同　　　　左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同　　　　左

②　賞与引当金

　従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同　　　　左

②　賞与引当金

同　　　　左
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期別

項目

前中間連結会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

　会計基準変更時差異

は、当中間連結会計期

間において、その全額

を特別利益として処理

しております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

　

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。

　会計基準変更時差異

は、当連結会計年度に

おいて、その全額を特

別利益として処理して

おります。

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく、中間期末

要支給額の全額を計上

しております。

④　役員退職慰労引当金

　同　　　　左

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく、期末要支

給額の全額を計上して

おります。

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

同　　　　左

(4）重要なリース取引の処

理方法

同　　　　左

(6）消費税等の会計処理

　税抜方式によっており

ます。

(5）消費税等の会計処理

同　　　　左

(5）消費税等の会計処理

同　　　　左

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計

算 書 （ 連 結

キャッシュ・フ

ロー計算書）に

おける資金の範

囲

　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以内

に満期の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同　　　　左 　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価格の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。
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会計処理の変更

前中間連結会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

　中間連結財務諸表提出会社におい

て、従来、広告事業の売上高が全売

上高の90％前後を占めていたため、

これに対応する費用についてのみ売

上原価として計上しておりました

が、当中間連結会計期間よりアウト

ソーシング事業、人材紹介事業に対

応する費用も売上原価として計上す

ることに変更しました。

　この変更は、新たな事業展開のも

と当中間連結会計期間に子会社を吸

収合併し、その事業をアウトソーシ

ング事業とし、人材紹介事業ととも

に今後より積極的に事業展開してい

くこととなったため、広告事業以外

の売上高の重要性が今後高まると考

えられ、会社組織もその体制に組み

直したことを契機に変更したもので

あり、より適切な収益と費用の対応

表示をするためのものであります。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べて売上原価は

78,451千円増加し、販売費及び一般

管理費は同額減少していますが、営

業利益、経常利益、税金等調整前中

間純利益への影響はありません。

―――――― 　連結財務諸表提出会社において、

従来、広告事業の売上高が全売上高

の90％前後を占めていたため、これ

に対応する費用についてのみ売上原

価として計上しておりましたが、当

連結会計年度よりアウトソーシング

事業、人材紹介事業に対応する費用

も売上原価として計上することに変

更しました。

　この変更は、新たな事業展開のも

と当連結会計年度に子会社を吸収合

併し、その事業をアウトソーシング

事業とし、人材紹介事業とともに今

後より積極的に事業展開していくこ

ととなったため、広告事業以外の売

上高の重要性が今後高まると考えら

れ、会社組織もその体制に組み直し

たことを契機に変更したものであ

り、より適切な収益と費用の対応表

示をするためのものであります。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べて売上原価は

167,944千円増加し、販売費及び一

般管理費は同額減少していますが、

営業利益、経常利益、税金等調整前

当期純利益への影響はありません。
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追加情報

前中間連結会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

（退職給付会計）

　当中間連結会計期間から退職給付

に係る会計基準（｢退職給付に係る

会計基準の設定に関する意見書｣

（企業会計審議会　平成10年６月16

日））を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較

して、経常利益は5,481千円減少

し、税金等調整前中間純利益は

20,942千円増加しております。

――――――― （退職給付会計）

　当連結会計年度から退職給付に係

る会計基準（｢退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書｣（企業

会計審議会　平成10年６月16日））

を適用しております。この結果、従

来の方法によった場合と比較して、

経常利益は10,114千円減少し、税金

等調整前当期純利益は16,668千円増

加しております。

（金融商品会計）

　当中間連結会計期間から金融商品

に係る会計基準（｢金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書｣

（企業会計審議会　平成11年１月22

日））を適用し、有価証券の評価の

方法及び貸倒引当金の計上基準等に

ついて変更しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較

して、経常利益は1,992千円、税金

等調整前中間純利益は14,861千円減

少しております。

　また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、その他有価

証券に含まれている債券のうち１年

内に満期の到来するものは流動資産

の有価証券として、それら以外は投

資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券

は15,254千円減少し、投資有価証券

は15,254千円増加しております。

――――――― （金融商品会計）

　当連結会計年度から金融商品に係

る会計基準（｢金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書｣（企業

会計審議会　平成11年１月22日））

を適用し、有価証券の評価の方法及

び貸倒引当金の計上基準等について

変更しております。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、経

常利益は1,503千円、税金等調整前

当期純利益は15,272千円減少してお

ります。

　また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、その他有価

証券に含まれている債券のうち１年

内に満期の到来するものは流動資産

の有価証券として、それら以外は投

資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券

は15,254千円減少し、投資有価証券

は15,254千円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

　当中間連結会計期間から改訂後の

外貨建取引等会計処理基準（｢外貨

建取引等会計処理基準の改訂に関す

る意見書｣（企業会計審議会　平成

11年10月22日））を適用しておりま

す。この変更による損益への影響は

ありません。

――――――― （外貨建取引等会計基準）

　当連結会計年度から改訂後の外貨

建取引等会計処理基準（｢外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意

見書｣（企業会計審議会　平成11年

10月22日））を適用しております。

この変更による損益への影響はあり

ません。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成12年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成13年９月30日現在）

前連結会計年度
（平成13年３月31日現在）

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、75,449千円であります。

＊２．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のと

おりです。

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、89,504千円であります。

＊２．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のと

おりです。

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、79,695千円であります。

＊２．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のと

おりです。

土　　地 12,804千円 土　　地 12,804千円 土　　地 12,804千円

建　　物 15,864千円 建　　物 15,534千円 建　　物 15,699千円

合　　計 28,669千円 合　　計 28,339千円 合　　計 28,504千円

担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。

　１年以内返済予定長期借入金 8,400千円 　１年以内返済予定長期借入金 8,400千円 　１年以内返済予定長期借入金 8,400千円

　 長期借入金 14,700千円 　 長期借入金 5,600千円 　 長期借入金 9,800千円

合　　計 23,100千円 合　　計 14,000千円 合　　計 18,200千円

＊３．中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については手形交

換日をもって決済処理しており

ます。

　なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

期末残高に含まれております。

＊３．中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については手形交

換日をもって決済処理しており

ます。

　なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

期末残高に含まれております。

＊３．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の

会計処理については手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期

手形が、連結会計年度末残高に

含まれております。

受取手形 2,359千円 受取手形 2,329千円 受取手形 3,008千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費

目と金額は、次のとおりです。

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費

目と金額は、次のとおりです。

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費

目と金額は、次のとおりです。

給与手当 184,233千円 給与手当 238,660千円 給与手当 392,651千円

貸倒引当金繰入額 2,537千円 貸倒引当金繰入額 70千円 貸倒引当金繰入額 18,718千円

賞与引当金繰入額 55,536千円 賞与引当金繰入額 58,567千円 賞与引当金繰入額 53,774千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,895千円 役員退職慰労引当金繰入額 4,877千円 役員退職慰労引当金繰入額 23,020千円

＊２． ＊２．

―――――― ――――――

＊２．固定資産売却益の内容は、次

のとおりです。

車両運搬具 140千円

＊３． 　　　　　　 ＊３． 　　　　　　 

―――――― ――――――

＊３．固定資産除却損の内容は次の

とおりです。

車両運搬具 114千円

器具及び備品 134千円

合　　計 248千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 481,623千円 現金及び預金勘定 705,285千円 現金及び預金勘定 949,072千円

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ
及び中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ

167,753千円 ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ 241,624千円 ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ
及び中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ

201,468千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△ 141,172千円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△ 291,333千円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△ 361,286千円

現金及び現金同等物 508,203千円 現金及び現金同等物 655,576千円 現金及び現金同等物 789,254千円

（リース取引関係）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 11,205千円 １年内 8,088千円 １年内 11,350千円

１年超 10,035千円 １年超 1,946千円 １年超 4,323千円

合　計 21,240千円 合　計 10,035千円 合　計 15,673千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 6,148千円 支払リース料 5,831千円 支払リース料 11,980千円

減価償却費相当額 5,642千円 減価償却費相当額 5,461千円 減価償却費相当額 11,104千円

支払利息相当額 340千円 支払利息相当額 192千円 支払利息相当額 604千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 32,892 25,461 7,431

無形固定資産 28,286 21,693 6,592

合計 61,178 47,154 14,023

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 27,807 23,008 4,798

無形固定資産 28,286 24,521 3,764

合計 56,093 47,530 8,562

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 32,892 22,828 10,063

無形固定資産 28,286 18,864 9,421

合計 61,178 41,693 19,485



－　　－18

（有価証券関係）

（前中間連結会計期間）（平成12年９月30日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表
計 上 額

差 額

(1）株式 15,254 13,981 △ 1,272

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 15,254 13,981 △ 1,272

　

２．時価のない有価証券の主な内容 （単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額 摘 要

その他有価証券

野村マネー・マネージメント・ファンド 81,577

中期国債ファンド 86,175

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,850

（当中間連結会計期間）（平成13年９月30日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価
中間連結貸借対照表
計 上 額

差 額

(1）株式 22,098 17,680 △ 4,417

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 22,098 17,680 △ 4,417

　

２．時価のない有価証券の主な内容 （単位：千円）

中間連結貸借対照表計上額 摘 要

その他有価証券

野村マネー・マネージメント・ファンド 168,434

ダイワマネー・マネージメント・ファンド 73,190

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,683
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（前連結会計年度）（平成13年３月31日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

取 得 原 価
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

差 額

(1）株式 22,108 22,235 126

(2）債券

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 22,108 22,235 126

　

２．時価のない有価証券の主な内容 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額 摘 要

その他有価証券

中期国債ファンド 86,658

野村マネー・マネージメント・ファンド 81,653

ダイワマネー・マネージメント・ファンド 33,156

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,683

（デリバティブ取引関係）

　前中間連結会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成13年４月

１日　至平成13年９月30日）及び前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）において、当

社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日） （単位：千円）

リクルー
ティング
広告事業

人材紹介
事 業

ア ウ ト
ソーシン
グ 事 業

ＩＴ関連
事 業

そ の 他
の 事 業 計

消去又は
全 社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 1,759,270 93,582 175,456 127,332 18,269 2,173,911 － 2,173,911

(2）
セグメント間の内部
売上高又は振替高

70 － － 14,961 － 15,031 (15,031) －

計 1,759,340 93,582 175,456 142,293 18,269 2,188,942 (15,031) 2,173,911

営業費用 1,602,659 120,644 190,575 130,655 10,658 2,055,194 (17,101) 2,038,092

営業利益
（又は営業損失） 156,680 (27,061) (15,119) 11,638 7,610 133,748 2,070 135,819

　

当中間連結会計期間（自平成13年４月１日　至平成13年９月30日） （単位：千円）

リクルー
ティング
広告事業

人材紹介
事 業

ア ウ ト
ソーシン
グ 事 業

ＩＴ関連
事 業

そ の 他
の 事 業 計

消去又は
全 社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 1,999,699 109,076 257,423 222,219 8,331 2,596,750 － 2,596,750

(2）
セグメント間の内部
売上高又は振替高

957 700 700 20,612 － 22,969 (22,969) －

計 2,000,656 109,776 258,123 242,832 8,331 2,619,720 (22,969) 2,596,750

営業費用 1,822,804 115,630 276,206 214,386 5,376 2,434,405 (24,852) 2,409,552

営業利益
（又は営業損失） 177,851 (5,853) (18,082) 28,445 2,954 185,315 1,883 187,198

前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日） （単位：千円）

リクルー
ティング
広告事業

人材紹介
事 業

ア ウ ト
ソーシン
グ 事 業

ＩＴ関連
事 業

そ の 他
の 事 業 計

消去又は
全 社 連 結

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 4,120,148 184,645 440,813 294,870 40,102 5,080,579 － 5,080,579

(2）
セグメント間の内部
売上高又は振替高

586 － － 26,565 － 27,151 (27,151) －

計 4,120,734 184,645 440,813 321,435 40,102 5,107,730 (27,151) 5,080,579

営業費用 3,667,386 236,119 470,863 297,076 24,341 4,695,787 (30,277) 4,665,509

営業利益
（又は営業損失） 453,347 (51,473) (30,050) 24,358 15,761 411,943 3,126 415,069

　（注）１．事業区分の方法

事業は、役務提供の特性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主な事業の内容

事 業 区 分 事 業 の 内 容

リクルーティング広告事業
新卒者や転職者、アルバイト向けの求人専門誌、新聞広告、チラシ、ダイレクト
メール、その他人材採用に関する広告の取扱い事業

人材紹介事業
求職者への職業紹介、求人企業への人材紹介、その他人材バンクとしての各種サー
ビス

アウトソーシング事業 業務請負事業、特定派遣事業、人事業務請負事業、研修、コンサルティング事業

ＩＴ関連事業
人材紹介会社向け集合サイトの運営管理、ホームページ等のＷＥＢコンテンツの構
築、インターネット広告の取扱業務

その他の事業 商品等の売上高
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５．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成13年４月

１日　至平成13年９月30日）及び前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）において、本

邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

６．海外売上高

　前中間連結会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成13年４月

１日　至平成13年９月30日）及び前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）において、海

外売上高がないため、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１株当たり純資産額 3,416円33銭 １株当たり純資産額 269円15銭 １株当たり純資産額 3,547円10銭

１株当たり中間純利益 375円38銭 １株当たり中間純利益 24円65銭 １株当たり当期純利益 942円51銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、当中間

連結会計期間末に未行使の新株引受

権がありますが、当社株式は非上場

であり、かつ店頭登録もしていない

ため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、当中間

連結会計期間に新株引受権付社債及

び転換社債の発行がないため記載し

ておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、当連結

会計年度に新株引受権付社債及び転

換社債の発行がないため記載してお

りません。

(注) 連結財務諸表提出会社において、平成13年７月24日付をもって500円額面株式1株を50円額面株式14株に分割し

ております。当中間連結会計期間の1株あたり中間純利益は、株式分割が期首に行なわれたものとして算出し

ております。
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間連結会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前連結会計年度

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

―――――― 　新株式発行

　連結財務諸表提出会社において、

平成13年９月17日及び平成13年９月

28日開催の取締役会において、下記

のとおり新株式の発行を決議し、平

成13年10月22日に払込が完了いたし

ました。

　株式分割

　連結財務諸表提出会社におい

て、平成13年６月４日開催の取締

役会において、平成13年７月24日

付をもって500円額面株式１株を

50円額面株式14株に分割すること

を決議いたしました。

(1）分割により増加する株式数

額面普通株式（額面金額50円）

　この結果、平成13年10月23日付で

資本金は328,365千円、発行済株式総

数は4,710,444株となっております。 3,909,698株

①募集方法　：  一般募集 (2）分割方法

(ブックビルディング方式による募集)

②発行する株式の種類及び数         ：　 普通株式

500,000株

 平成13年７月24日付をもって

500円額面株式１株を50円額面

株式14株に分割する。

③発行価格  ：   １株につき 550円 (3）配当起算日 平成13年４月１日

一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額　：   １株につき 517円

  この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として受

取った金額であります。

　なお、上記株式分割のため会

社の発行する株式の総数を

10,000,000株とし、１株券面額

500円を50円とする定款変更

は、平成13年６月21日開催の定

時株主総会において、承認可決

されております。

  なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金となり

ます。

⑤発行価額  　： １株につき 383円

 (資本組入額  192円)

⑥発行価額の総額   ： 191,500千円

⑦払込価額の総額   ： 258,500千円

⑧資本組入額の総額 ：  96,000千円

⑨払込期日　　： 平成13年10月22日

⑩配当起算日  ： 平成13年10月１日

⑪資金の使途  ：営業所の増設及び社

内システム投資等の

設備資金に充当
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